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自　2 0 2 1 年 4 月 1 日
至　2 0 2 1 年 9 月 30 日



株主の皆様へ

はじめに、新型コロナウイルス感染症に罹患された方々と 

ご家族の皆様に対し、心よりお見舞い申しあげますとともに、 

一日も早い回復をお祈り申しあげます。

平素は弊社事業に格別のご理解とご支援を賜り厚く御礼申し 

あげます。

さ て、 第91期 の 第 2 四 半 期 決 算（2021年 4 月 1 日 か ら2021年 

9 月30日まで）を行いましたので、ここにその事業の概況に 

ついてご報告申しあげます。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜り

ますようお願い申しあげます。

　　　 2021 年 12 月

代表取締役社長
銭　高　久　善
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営　業　の　概　況

　当第２四半期連結累計期間における世界経済は、国・地域ごとにばらつきを伴い
ながらも、総じてみれば改善しつつあります。わが国経済は、企業収益は回復傾向
にあり、ワクチンの普及により新型コロナウイルス感染症の影響は緩和されつつあ
りますが、依然として雇用・所得環境、個人消費は弱い状態にあり、また感染症の
動向は不確実性が大きいため、予断を許さない状況にあります。
　建設市場においては、公共投資は堅調に推移しているものの、資材価格は上昇
傾向で推移し、また民間設備投資は業種によって弱い動きがみられています。
　このような状況のもと、当第２四半期連結累計期間の業績は次のとおりとなりま
した。
　売上高につきましては、建設事業43,328百万円に不動産事業1,401百万円を加えた
44,729百万円（前年同四半期比23.7％減）となりました。利益面につきましては、
営業利益は1,155百万円（前年同四半期比62.2％減）、経常利益は1,731百万円（前年同
四半期比50.9％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,124百万円（前年同四半
期比50.7％減）となりました。

資産、負債および純資産の状況

　当第２四半期連結会計期間末における資産の部は、前連結会計年度末比5,986百万円
減（3.9％減）の147,374百万円となりました。その内訳としましては、流動資産は、
前連結会計年度末比5,859百万円減（6.5％減）の83,603百万円、固定資産は、前連結会計
年度末比127百万円減（0.2％減）の63,771百万円となりました。
　負債の部は、前連結会計年度末比6,011百万円減（7.6％減）の72,743百万円となりまし
た。その内訳としましては、流動負債は、前連結会計年度末比5,747百万円減（8.9％減）
の58,587百万円、固定負債は、前連結会計年度末比264百万円減（1.8％減）の14,156百万円
となりました。
　純資産の部は、前連結会計年度末比24百万円増（0.03％増）の74,631百万円となりま
した。



キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計
年度末比5,968百万円減の42,850百万円となりました。
　当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、4,614
百万円の支出超過、投資活動によるキャッシュ・フローは、628百万円の支出超過、
財務活動によるキャッシュ・フローは、829百万円の支出超過となりました。
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四半期連結貸借対照表 
四半期連結財務諸表

（単位：百万円）
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当第 2 四半期連結会計期間

（2021年９月30日）  　  
資産の部

流動資産
現金預金 48 ,818 42 ,850
受取手形・完成工事未収入金等 30 ,971 32 ,008
未成工事支出金 2,136 1 ,961
販売用不動産 70 8
その他 7,467 6 ,774
貸倒引当金 △ 0 △ 0
流動資産合計 89 ,462 83 ,603

固定資産
有形固定資産

土地 12 ,437 12 ,437
その他（純額） 4,601 5 ,014
有形固定資産合計 17 ,038 17 ,451

無形固定資産 389 461
投資その他の資産

投資有価証券 45 ,906 45 ,280
その他 1,473 1 ,484
貸倒引当金 △908 △906
投資その他の資産合計 46 ,471 45 ,858

固定資産合計 63 ,898 63 ,771
資産合計 153 ,361 147 ,374
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（単位：百万円）
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当第 2 四半期連結会計期間

（2021年９月30日）  　  
負債の部  

流動負債  
支払手形・工事未払金等 20 ,397 16 ,580
電子記録債務 9,795 10 ,890
短期借入金 8,050 8 ,050
１年内返済予定の長期借入金 4,750 4 ,650
未払法人税等 1,239 510
未成工事受入金 11 ,892 12 ,182
完成工事補償引当金 151 134
賞与引当金 666 650
工事損失引当金 3,153 2 ,889
その他 4,237 2 ,049
流動負債合計 64 ,334 58 ,587

固定負債
長期借入金 500 500
繰延税金負債 8,199 8 ,100
役員退職慰労引当金 281 288
退職給付に係る負債 2,864 2 ,875
その他 2,575 2 ,392
固定負債合計 14 ,420 14 ,156

負債合計 78 ,755 72 ,743
純資産の部

株主資本
資本金 3,695 3 ,695
資本剰余金 522 522
利益剰余金 49 ,494 49 ,902
自己株式 △516 △516
株主資本合計 53 ,196 53 ,603

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金 21 ,528 21 ,070
為替換算調整勘定 △118 △43
その他の包括利益累計額合計 21 ,410 21 ,027

純資産合計 74 ,606 74 ,631
負債純資産合計 153 ,361 147 ,374
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四半期連結損益計算書
（単位：百万円）

前第 2 四半期連結累計期間
　  自   2020年４月１日

  至   2020年９月30日

当第 2 四半期連結累計期間

（ 自   2021年４月１日） 至   2021年９月30日
売上高   

完成工事高 56 ,828 43 , 328
不動産事業等売上高 1,775 1 , 401
売上高合計 58 ,603 44 , 729

売上原価  
完成工事原価 52 ,317 40 , 177
不動産事業等売上原価 442 422
売上原価合計 52 ,759 40 , 600

売上総利益  
完成工事総利益 4,510 3 , 150
不動産事業等総利益 1,332 978
売上総利益合計 5,843 4 , 129

販売費及び一般管理費 2,787 2 , 973
営業利益 3,056 1 , 155
営業外収益  

受取利息 7 2
受取配当金 517 535
為替差益 ― 31
その他 61 67
営業外収益合計 586 636

営業外費用  
支払利息 48 50
為替差損 48 ―
その他 16 9
営業外費用合計 113 60

経常利益 3,529 1 , 731
特別損失  

固定資産除却損 12 ―
投資有価証券評価損 52 ―
特別損失合計 65 ―

税金等調整前四半期純利益 3,464 1 , 731
法人税、住民税及び事業税 1,087 528
法人税等調整額 96 78
法人税等合計 1,183 607
四半期純利益 2,280 1 , 124
非支配株主に帰属する四半期純利益 ― ―
親会社株主に帰属する四半期純利益 2,280 1 , 124

（ ） 
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四半期連結包括利益計算書
（単位：百万円）

前第 2 四半期連結累計期間
　  自   2020年４月１日

  至   2020年９月30日

当第 2 四半期連結累計期間

（ 自   2021年４月１日） 至   2021年９月30日
四半期純利益 2,280 1 , 124
その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 △206 △ 458
為替換算調整勘定 △ 19  75
その他の包括利益合計 △ 225  △ 382

四半期包括利益 2,054 741
（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 2,054 741
非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―

） （ 
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四半期連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

前第 2 四半期連結累計期間
　　自   2020年４月１日

　至   2020年９月30日

当第 2 四半期連結累計期間

（ 自   2021年４月１日） 至   2021年９月30日
営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 3,464 1 , 731
減価償却費 158 203
貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △1
工事損失引当金の増減額（△は減少） △784 △263
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 57 10
受取利息及び受取配当金 △524 △537
支払利息 48 50
投資有価証券評価損益（△は益） 52 ―
売上債権の増減額（△は増加） 21 ,969  △1 ,037
未成工事支出金の増減額（△は増加） 2,326  174
販売用不動産の増減額（△は増加） 29 61
仕入債務の増減額（△は減少） △16 ,627  △2 ,721
未成工事受入金の増減額（△は減少） △6,264 289
その他 3,105  △1 ,816
小計 7,007  △3 ,856
利息及び配当金の受取額 524 531
利息の支払額 △51 △49
法人税等の支払額 △768 △1 ,242
法人税等の還付額 5 1
営業活動によるキャッシュ・フロー 6,718  △4 ,614

投資活動によるキャッシュ・フロー  
有形固定資産の取得による支出 △93 △475
無形固定資産の取得による支出 △34 △118
投資有価証券の取得による支出 △11 △11
その他 99 △23
投資活動によるキャッシュ・フロー △40 △628

財務活動によるキャッシュ・フロー  
長期借入金の返済による支出 △100 △100
自己株式の取得による支出 △0 △0
配当金の支払額 △714 △714
その他 △15 △14
財務活動によるキャッシュ・フロー △830 △829

現金及び現金同等物に係る換算差額 △63 104
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,784  △5 ,968
現金及び現金同等物の期首残高 29 ,209 48 , 818
現金及び現金同等物の四半期末残高 34 ,993 42 , 850

） （ 
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連結注記表

₁．当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

　　該当事項はありません。

₂．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　　該当事項はありません。

₃．会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　　会計方針の変更
　　 （収益認識に関する会計基準等の適用）

　 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号　2020 年３月 31 日。以下「収益認識会
計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの
支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益
を認識することといたしました。
　これにより、従来は工事契約において、進捗部分について成果の確実性が認められる工事に
は工事進行基準を、それ以外の工事について工事完成基準を適用しておりましたが、第１四半
期連結会計期間の期首より、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転
する場合には、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間に
わたり収益を認識する方法に変更しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的
に見積ることが出来ないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は原価回収基準に
て収益を認識しております。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると
見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期
間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用し
た場合の累積的影響額を算定しましたが、当該累積的影響額はないため、第１四半期連結会計
期間の期首の利益剰余金にはこれを加減せずに、新たな会計方針を適用しております。また、
当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号　2019 年７月４日。以下「時価算定会
計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項
及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号　2019 年７月４日）第 44- ２項に
定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって
適用することといたしました。これによる四半期連結財務諸表への影響はありません。
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₄．継続企業の前提に関する注記

　　該当事項はありません。

₅．株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　　該当事項はありません。

₆．記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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「参考資料」
　四半期個別受注の概況
　　個別受注実績

受　　注　　高

2022年３月期第２四半期

2021年３月期第２四半期

百万円

41 ,787

39 ,741

％

5 .1

△38 .2

　（注）①受注高は、当該四半期までの累計額
　　　　②パーセント表示は、前年同四半期比増減率

区　　　分

2021年３月期
第２四半期

2022年３月期
第２四半期 比較増減

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

増減率
（％）

建
　
　
設
　
　
事
　
　
業

建築

官公庁 2,784 8 .7

80 . 9

5 , 220 17 .9

69 . 8

2 , 436 　87 .5

民間 29 ,362 91 .3 23 , 925 82 .1 △5 ,436 △18 .5

計 32 ,147 100 .0 29 , 146 100 .0 △3 ,000  △9 .3

土木

官公庁 5,754 75 .8

19 . 1

7 , 620 60 .3

30 . 2

1 , 865 　32 .4

民間 1,839 24 .2 5 , 019 39 .7 3 , 180  173 .0

計 7 ,593 100 .0 12 , 640 100 .0 5 , 046 　66 .5

合計

官公庁 8,539 21 .5

100 .0

12 , 841 30 .7

100 .0

4 , 302 　50 .4

民間 31 ,201 78 .5 28 , 945 69 .3 △2 ,256  △7 .2

計 39 ,741 100 .0 41 , 787 100 .0 2 , 046 　 5 .1

以　上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

ご　　　 注　　　 意
中間配当制度を採用しておりませんので中間配当金はございません。念のため申し添えます。
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会 社 の 概 要
創　　　　業　　1705年（寶永 2 年）9 月18日
創　　　　立　　1887年（明治20年）2 月 1 日
資　　本　　金　　3 , 695 , 790 , 772円
営 業 種 目　　1.　建設工事の請負、企画、設計および監理
　　　　　　　　2.　建設に関する開発事業ならびにこれに関する調査、企画、
　　　　　　　　　　設計および監理
　　　　　　　　3.　不動産取引業
　　　　　　　　4.　建設材料の加工および販売
　　　　　　　　5.　前各号に附帯する事業ならびにこれに関連する一切の業務
主 要 事 業 所

本　　　　社

本　　　　店

大 阪 支 社

東 京 支 社

北 海 道 支 店

東 北 支 店

北 関 東 支 店

千 葉 支 店

横 浜 支 店

北 陸 支 店

名 古 屋 支 店

神 戸 支 店

広 島 支 店

四 国 支 店

九 州 支 店

国 際 支 店

〒102–8678

〒550–0005

〒550–0005

〒102–8678

〒060–0042

〒980–0811

〒330–0061

〒260–0834

〒231–0027

〒951–8052

〒460–0002

〒650–0012

〒732–0828

〒760–0027

〒812–0025

〒102–8678

東 京 都 千 代 田 区 一 番 町 3 1 番 地
☎（03）3265−4611
大 阪 市 西 区 西 本 町 2 丁 目 2 番 4 号
☎（06）6531−6431
大 阪 市 西 区 西 本 町 2 丁 目 2 番 4 号
☎（06）6531−6431
東 京 都 千 代 田 区 一 番 町 3 1 番 地
☎（03）3265−4611
札幌市中央区大通西12丁目4番地
☎（011）206−7442
仙台市青葉区一番町4丁目7番17号
☎（022）261−3431
さいたま市浦和区常盤1丁目2番21号
☎（048）822−5108
千葉市中央区今井1丁目12番8号
☎（043）263−8181
横 浜 市 中 区 扇 町 3 丁 目 8 番 8 号
☎（045）201−9171
新潟市中央区下大川前通三ノ町2170番地
☎（025）224−2171
名古屋市中区丸の内1丁目14番13号
☎（052）231−7631
神戸市中央区北長狭通4丁目9番26号
☎（078）391−5571
広 島 市 南 区 京 橋 町 1 番 2 3 号
☎（082）568−5261
高 松 市 紺 屋 町 5 番 5 号
☎（087）821−5401
福 岡 市 博 多 区 店 屋 町 2 番 1 6 号
☎（092）291−3939
東 京 都 千 代 田 区 一 番 町 3 1 番 地
☎（03）5210−2349

　海外事業所 マ ニ ラ 、ミ ャ ン マ ー 、 ハ ノ イ 、ホ ー チ ミ ン
技 術 研 究 所

技術研究所（青梅）

〒102–8678

〒198–0024

東 京 都 千 代 田 区 一 番 町 3 1 番 地
☎（03）5210−2440
青 梅 市 新 町 9 丁 目 2 2 2 2 番 地
☎（0428）31−6858

ホームページアドレス　http://www.zenitaka.co.jp/
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株　主　メ　モ

事　業　年　度
4 月 1 日から翌年 3 月31日まで

定 時 株 主 総 会
6 月下旬

配当金受領株主確定日
3 月31日

単 元 株 式 数
100株

公 告 の 方 法
公告方法は、電子公告とする。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告が
できない場合は、日本経済新聞に掲載する。
※公告掲載の当社ホームページアドレス
　http://www.zenitaka.co.jp/

株主名簿管理人・特別口座の口座管理機関
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

同　連　絡　先
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
〒541-8502 大阪市中央区伏見町三丁目 6 番 3 号
　　　　☎ 0 1 2 0 − 0 9 4 − 7 7 7（通話料無料）

（ご注意）
　 1 .    株主様の住所変更、買取請求、配当金の振込指定、その他各種お手続きにつきましては、原則、

口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開
設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）では
お取り扱いできませんのでご注意ください。

　 2 .  特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行が口
座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱ＵＦＪ信託銀行）に
お問合せください。なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国本支店にてもお取次ぎいたします。

　 3 . 未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行全国本支店でお支払いいたします。






